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【目的】医療機関と保健機関の機関連携による妊娠期からのハイリスク妊婦への支

援方法について検討するために開発したモデル問診票を用いた介入による評価方

法を検討する。 
【方法】平成 28 年 7 月から平成 29 年 12 月までに、研究協力４医療機関において

妊娠届出書を記入し、研究同意書に書面で同意が得られた 677 名のうち、研究協力

４自治体の生後 3～4 か月児健診を受診した 225 名を対象に分析した。分析項目は、

妊娠届出書によるリスク評価スコア、妊婦健診（前期・中期・後期）時の、モデル

問診票への回答と担当者の判定、１か月健診時の EPDS と Bonding Scale による

リスク判定、支援の受け入れ状況、３～４か月児健診での子育て支援の必要性の判

定（親・家庭の要因）を用いた。 
【結果】モデル問診を活用することで、妊娠届出書のリスク評価スコアが低い場合

にも 15%程度が、医療機関での相談継続の対象となった。また妊婦の気持ちの変化
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に気づく助産師等のスタッフが増加し、スタッフ間の共通認識につながるとの感想

が得られた。 
妊娠届出書のリスク評価スコア、1 か月健診時の EPDS 等のリスクスケール、お

よび 3～4 か月健診時の子育て支援の必要性の判定を用い、さらに、妊娠中と出生

後の支援状況を把握する項目を用いることで、妊娠期からの支援を評価する手法を

示すことができた。 

愛知県では、すべての市町村におい

て統一した妊娠届出書の問診項目を

用いて、保健機関等の行政機関がハイ

リスク妊婦を把握・支援につなげる取

り組みが始まっている。しかし、行政

機関からの妊婦への支援には様々な課

題があり、中には、妊娠中は医療機関

に任せ、生まれてから支援するという

方針もある。また、妊娠期からの支援

を評価する方法も確立されていない。 
本研究では、初年次に妊婦健診で助

産師等が用いるモデル問診票とその

活用マニュアルを開発し、2 年次より

研究協力者の医療機関と保健機関に

おいて、支援対象者を把握し、その後

の支援に対する評価に関する前向き

調査を実施した。本報告では、前向き

調査から得られた結果について示す。 

A. 研究目的

医療機関と保健機関の機関連携に

よる妊娠期からのハイリスク妊婦へ

の支援方法について検討するために

開発したモデル問診票を用いた介入

による評価方法を検討すること。 

B. 研究方法

平成 28 年 7 月から平成 29 年 12 月

までに、研究協力４医療機関において

妊娠届出書を記入し、研究同意書に書

面で同意が得られた 677 名のうち、研

究協力４自治体の生後 3～4 か月児健

診を受診した 225 名を対象に分析し

た。 
分析項目としては、妊娠届出時には

妊娠届出書のリスク評価スコア<1:ロ
ーリスク群（0～1 点）、2:ハイリスク

群（2～5 点）、3:スーパーハイリスク

図 1. 前向き調査の実施時期と把握項目 
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群（6 点以上）>、妊婦健診時（前期・

中期・後期）の問診の回答結果と問診

担当者の判定<1:順調、2:相談継続、3:
他機関連絡>、1 か月健診時の母親に

対する EPDS と Bonding Scale によ

るリスク判定（EPDS Bonding risk）
<1:low risk 群（EPDS9 点未満かつ

Bonding Scale2 点未満）、2:middle 
risk 群（EPDS9 点未満かつ Bonding 
Scale2 点以上）、3：high risk 群

（EPDS9 点以上）>、妊娠中および出

生後の支援の受け入れ状況<1:受け容

れあり、2:受け容れなし、3:他機関事

業利用、4：対象外>、および、3～4 か

月児健診時の子育て支援の必要性の

判定（親・家庭の要因）： <1:支援不要、

2:自ら対処可能、3:保健機関

継続支援、4：他機関連携支援

>である（図 1）。

（倫理面への配慮） 
あいち小児保健医療総合セ

ンターの倫理委員会で承認を

受けた（承認番号 2017028）。 

C. 研究結果

１．妊婦健診でのモデル問診

票を用いた支援対象者の把握 

妊婦健診時に、

モデル問診表を用

いて助産師等が問

診し、基本的には

「妊娠期のアセス

メントシート」（大

阪府作成）1)を用い

てリスク要因をア

セスメントし、問題がない場合は<1:
順調>、医療機関で相談を継続する必

要がある場合は<2:相談継続>、保健機

関等に連絡して支援を開始する場合

は<3:他機関連絡>のいずれかに判定

した。医療機関が、相談継続と判定し

た数は、妊娠届出書スコアがローリス

ク群では、妊娠前期 24 人(14.9%)、妊

娠中期 19 人(12.2%)、妊娠後期 22 人

(15.5%)であり、ハイリスク群では、そ

れぞれ 6 人(21.4%)、7 人(20.6%)、7 人

(22.6%)、スーパーハイリスク群では、

2 人 (66.7%) 、 1 人 (50.0%) 、 3 人

(100.0%)であった。今回調査では、<3:
他機関連絡>の判定は、スーパーハイ

リスク群の中期の 1 件のみであった

（表 1）。

表 1．妊婦健診における問診担当者の判定状況 
妊婦健診での問診担当者の判定

前期（n=192） 中期（n=192） 後期（n=176）

妊娠届出スコア 順調
相談
継続

他機関
連絡

順調
相談
継続

他機関
連絡

順調
相談
継続

他機関
連絡

ローリスク群
（０～１点）

135 24 0 136 19 0 118 22 0 
83.9% 14.9% 0.0% 87.2% 12.2% 0.0% 83.1% 15.5% 0.0%

ハイリスク群
（２～５点）

22 6 0 26 7 0 22 7 0 
78.6% 21.4% 0.0% 76.5% 20.6% 0.0% 71.0% 22.6% 0.0%

スーパーハイリスク
群（６点～）

1 2 0 0 1 1 0 3 0 
33.3% 66.7% 0.0% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 100.0% 0.0%

図 2. 最近、「眠れない」「イライラする」「涙ぐみやす
い」「何もやる気がしない」などの症状が続いていま
すか。に対する回答の縦断データ分析（n=257）。 
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妊娠届出時のスコアがロー

リスクであっても、モデル問

診を活用することで 15%程度

が、医療機関での継続相談の

対象となった。一方、今回調査

において、問診担当者が保健

機関等に連絡が必要と判定し

たのは、中期の 1 件のみであ

った。

モデル問診票の項目の中

で、「最近、「眠れない」「イラ

イラする」「涙ぐみやすい」「何

もやる気がしない」などの症

状が続いていますか。」の質問

は、EPDS から作成した項目

であり、前期、中期、後期のす

べてで尋ねている。 
この質問に「はい」と回答し

た妊婦は、横断分析では、前期 71 人

（27.6%）、中期 54 人（21.0%）、後期

72 人（27.6%）と中期で減少傾向が認

められ、後期で割合が増加した。 
個々の妊婦の縦断データを分析し

た結果、前期で「はい」と回答したう

ち 39 人が中期では「いいえ」となり、

後期では 10 人が再び「はい」、27 人

が「いいえ」（2 人が無回答）となるな

ど、同じ妊婦の回答が時期によって大

きく異なっていた。モデル問診票の利

用により、妊婦の気持ちの揺らぎを示

すことができた（図 2）。 

２．妊娠期ならびに乳児期に実施した

支援の評価 
妊娠届出時のスコアがローリスク

群（0～1 点）185 名、ハイリスク群（2

～5 点）37 名、スーパーハイリスク群

（6 点以上）3 名について、3～4 か月

児健診時点での状況を子育て支援の

必要性の判定（親・家庭の要因）を用

いて示した（表 2）。 
妊娠届出時に、ローリスク群であっ

た 185 例のうち、3～4 か月児健診で

5 例が保健機関継続支援と判定され、

すなわち支援対象者となった。 
その理由を分析するため、妊娠届出

スコアと EPDS Bonding Risk との関

連を分析したところ、ローリスク群は、

ハ イ リ ス ク 群 と 同 等 の EPDS
Bonding Risk の状況にあり、ローリ

スク群においては、EPDS Bonding
Risk と支援の必要性の判定に関連が

認められた（図 3）。
一方、ローリスク群において、前期

の問診項目のうち「実母に相談できな

表 2．妊娠届出スコア別の 3～4 か月児健診の状況 

*子の要因（その他）で支援対象

図 3．妊娠届出スコアと EPDS-Bonding Risk 

子育て支援の必要性の判定（親・家庭の要因）

妊娠届出スコア 支援不要
自ら対処
可能

保健機関
継続支援

他機関
連携支援

ローリスク群
（０～１点）

185 149 31 5 0 
100.0% 80.5% 16.8% 2.7% 0.0%

ハイリスク群
（２～５点）

37 30 5 2 0 
100.0% 81.1% 13.5% 5.4% 0.0%

スーパーハイリ
スク群（６点～）

3 1* 0 1 1
100.0% 33.3% 0.0% 33.3% 33.3%
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群（6 点以上）>、妊婦健診時（前期・

中期・後期）の問診の回答結果と問診

担当者の判定<1:順調、2:相談継続、3:
他機関連絡>、1 か月健診時の母親に

対する EPDS と Bonding Scale によ

るリスク判定（EPDS Bonding risk）
<1:low risk 群（EPDS9 点未満かつ

Bonding Scale2 点未満）、2:middle 
risk 群（EPDS9 点未満かつ Bonding 
Scale2 点以上）、3：high risk 群

（EPDS9 点以上）>、妊娠中および出

生後の支援の受け入れ状況<1:受け容

れあり、2:受け容れなし、3:他機関事

業利用、4：対象外>、および、3～4 か

月児健診時の子育て支援の必要性の

判定（親・家庭の要因）： <1:支援不要、

2:自ら対処可能、3:保健機関

継続支援、4：他機関連携支援

>である（図 1）。

（倫理面への配慮） 
あいち小児保健医療総合セ

ンターの倫理委員会で承認を

受けた（承認番号 2017028）。 

C. 研究結果

１．妊婦健診でのモデル問診

票を用いた支援対象者の把握 

妊婦健診時に、

モデル問診表を用

いて助産師等が問

診し、基本的には

「妊娠期のアセス

メントシート」（大

阪府作成）1)を用い

てリスク要因をア

セスメントし、問題がない場合は<1:
順調>、医療機関で相談を継続する必

要がある場合は<2:相談継続>、保健機

関等に連絡して支援を開始する場合

は<3:他機関連絡>のいずれかに判定

した。医療機関が、相談継続と判定し

た数は、妊娠届出書スコアがローリス

ク群では、妊娠前期 24 人(14.9%)、妊

娠中期 19 人(12.2%)、妊娠後期 22 人

(15.5%)であり、ハイリスク群では、そ

れぞれ 6 人(21.4%)、7 人(20.6%)、7 人

(22.6%)、スーパーハイリスク群では、

2 人 (66.7%) 、 1 人 (50.0%) 、 3 人

(100.0%)であった。今回調査では、<3:
他機関連絡>の判定は、スーパーハイ

リスク群の中期の 1 件のみであった

（表 1）。
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図 2. 最近、「眠れない」「イライラする」「涙ぐみやす
い」「何もやる気がしない」などの症状が続いていま
すか。に対する回答の縦断データ分析（n=257）。 
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い（p=0.001）」、中期の「夫・実母以外

の相談相手がいない（p=0.030）」、「経

済 状 況 が 将 来 に 向 け て 心 配

（p=0.006）」、および、後期の「夫・実

母以外の相談相手ない（p=0.042）」 、
「身体症状数が多い（p=0.021）」は、

3～4 か月健診時の、支援の必要性の判

定と関連していた。医療機関での問診

から、将来の支援対象者が把握できる

可能性が示唆された。 
なお、ローリスク群の妊娠届出書の

リスク評価項目のうち、精神疾患の既

往（p=0.000）との関連が認められた

ものの、援助者の有無や経済困窮とは

関連がなかった。

妊娠中と出生後の支援の状況を妊

娠届出スコア群別に示す（表 3）。 

スーパーハイリスク群の 3 件は、妊

娠中の支援を3件とも受け容れており、

出生後の支援は 2 件が受け容れあり、

1 件は他機関のみでの支援を受けてい

た。3 件とも 3～4 か月健診時点で、何

らかの支援が必要な状況にあった。 
また、ハイリスク群では、特定妊婦に

該当したケースが 2 件あり、妊娠中に

支援対象となった 5 件中、電話相談や

家庭訪問などの個別支援を受け容れ

たのが 4 件は、受け容れなしが 1 件で

あった。出生後の支援は 6 件とも受け

容れありであった。 
支援を評価する方法を検討するた

め、ハイリスク群に対して支援の受け

容れ状況と 3～4 か月児健診時の支援

の必要性の判定（親・家庭の要因）の

表 3．妊娠中と出生後の支援の受け容れ状況 

妊娠中の支援 出生後の支援

妊娠届出スコア
特定
妊婦

要対
協

受け容
れあり

受け容
れなし

対象
外

受け容
れあり

他機関
支援

受け容
れなし

対象
外

ローリスク群
(０～１点）

185 0 0 4 0 181 10 0 3 172
100.0% 0.0% 0.0% 2.2% 0.0% 97.8% 5.4% 0.0% 1.6% 93.0%

ハイリスク群
（２～５点）

37 2 0 4 1 32 6 0 0 31
100.0% 5.4% 0.0% 10.8% 2.7% 86.5% 16.2% 0.0% 0.0% 83.8%

スーパーハイリ
スク群（６点～）

3 3 1 3 0 0 2 1 0 0
100.0% 100.0% 33.3% 100.0% 0.0% 0.0% 66.7% 33.3% 0.0% 0.0%

表 4．妊娠中の支援の受け容れ状況と支援

の必要性の判定の関連（p=0.005） 
表 5．出産後の支援の受け容れ状況と支援

の必要性の判定の関連（p=0.003）

ハイリスク群
支援の必要性の判定
（ ～ か月児健診）

妊娠中の支援
支援
不要

自ら対
処可能

保健機
関継続
支援

合計

受け容れあり 1 3 0 4
受け容れなし 1 0 0 1
対象外 28 2 2 32

30 5 2 37

ハイリスク群
支援の必要性の判定
（ ～ か月児健診）

出生後の支援
支援
不要

自ら対
処可能

保健機
関継続
支援

合計

受け容れあり 4 0 2 6
受け容れなし 0 0 0 0
対象外 26 5 0 31

30 5 2 37
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関係を分析した。 
ハイリスク群（n=37）で支援対象と

なった 5 件のうち、妊娠中に支援を受

け容れた 4 件中、3～4 か月児健診で

は3件が支援を必要とする要因はある

ものの自ら対処が可能と判定され、1
件は支援不要となった。妊娠中に受け

入れがなかった 1 件は、支援不要との

判定であった。妊娠中に支援事業の対

象外と判断された 32 件中、2 件にお

いて 3～4 か月児健診では保健機関継

続支援が必要と判定された（表 4）。 
出産後に支援対象となった6件のう

ち 2 件は、3～4 か月児健診では保健

機関継続支援が必要と判定され、4 件

は支援不要と判定された（表 5）。 

D. 考察

１．妊婦健診における助産師等による

問診 
今回、モデル問診票を用いた医療機

関では、妊娠届出時のリスク判定がロ

ーリスク群であっても、モデル問診を

活用することで 15%程度が、医療機関

での相談継続の対象となった。一方、

問診担当者が保健機関等に連絡が必

要と判定したのは、中期の 1 件のみで

あった。 
保健機関等への連絡が少数であっ

た理由として、前向き調査担当者に活

用支援マニュアルの内容がまだ十分

に周知されていなかったこと、および

本人同意で前向き調査を実施したた

め、本人同意が得られにくいケースが

除外されていたことが考えられた。 
モデル問診票の対象者となった妊

婦の縦断データは、妊婦の気持ちの揺

らぎを反映していると考えられる。つ

まり、問診項目は、それぞれをチェッ

ク項目としてではなく、こうした変化

から妊婦と会話を取り交わすことか

ら状況を把握するものである。 
モデル問診票を利用した医療機関

スタッフからは、「問診票に記入して

もらったことで、あまり気にかけてい

なかった妊婦さんの不安や気持ちに

気付くことができた。」「妊婦さんに関

してスタッフ同士の連携が密になっ

た。」（年間出生 250 名の産科クリニッ

ク）など、スタッフ間で共通の項目で

問診することが、妊婦健診業務の標準

化につながる可能性を示唆する意見

が認められた。一方、「助産師が、問診

や相談することで、妊婦健診の委託料

が増額するのであれば、喜んで続けた

い。」（年間出生 800 名の民間総合病院）

など、多忙な臨床業務の中でハイリス

ク妊婦の把握と支援に充てるための、

財源の根拠を求める意見も認められ

た。 
本研究班の成果を報告した公開シ

ンポジウム（「社会的ハイリスク妊娠

の支援によって児童虐待・妊産婦自殺

を防ぐ」2017 年 11 月 27 日、品川イ

ンターシティホール）への参加者アン

ケートでは、妊婦健診で心理社会面や

メンタル面の状況を把握するために

助産師や看護師が問診や相談を行う

ことは有用だとの意見が多くを占め

ていた。本研究で示したモデル問診票

の知見を踏まえ、今後、ハイリスク妊

婦を把握し、支援につなげるための妊
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い（p=0.001）」、中期の「夫・実母以外

の相談相手がいない（p=0.030）」、「経

済 状 況 が 将 来 に 向 け て 心 配

（p=0.006）」、および、後期の「夫・実

母以外の相談相手ない（p=0.042）」 、
「身体症状数が多い（p=0.021）」は、

3～4 か月健診時の、支援の必要性の判

定と関連していた。医療機関での問診

から、将来の支援対象者が把握できる

可能性が示唆された。 
なお、ローリスク群の妊娠届出書の

リスク評価項目のうち、精神疾患の既

往（p=0.000）との関連が認められた

ものの、援助者の有無や経済困窮とは

関連がなかった。

妊娠中と出生後の支援の状況を妊

娠届出スコア群別に示す（表 3）。 

スーパーハイリスク群の 3 件は、妊

娠中の支援を3件とも受け容れており、

出生後の支援は 2 件が受け容れあり、

1 件は他機関のみでの支援を受けてい

た。3 件とも 3～4 か月健診時点で、何

らかの支援が必要な状況にあった。 
また、ハイリスク群では、特定妊婦に

該当したケースが 2 件あり、妊娠中に

支援対象となった 5 件中、電話相談や

家庭訪問などの個別支援を受け容れ

たのが 4 件は、受け容れなしが 1 件で

あった。出生後の支援は 6 件とも受け

容れありであった。 
支援を評価する方法を検討するた

め、ハイリスク群に対して支援の受け

容れ状況と 3～4 か月児健診時の支援

の必要性の判定（親・家庭の要因）の

表 3．妊娠中と出生後の支援の受け容れ状況 

妊娠中の支援 出生後の支援

妊娠届出スコア
特定
妊婦

要対
協

受け容
れあり

受け容
れなし

対象
外

受け容
れあり

他機関
支援

受け容
れなし

対象
外

ローリスク群
(０～１点）

185 0 0 4 0 181 10 0 3 172
100.0% 0.0% 0.0% 2.2% 0.0% 97.8% 5.4% 0.0% 1.6% 93.0%

ハイリスク群
（２～５点）

37 2 0 4 1 32 6 0 0 31
100.0% 5.4% 0.0% 10.8% 2.7% 86.5% 16.2% 0.0% 0.0% 83.8%

スーパーハイリ
スク群（６点～）

3 3 1 3 0 0 2 1 0 0
100.0% 100.0% 33.3% 100.0% 0.0% 0.0% 66.7% 33.3% 0.0% 0.0%

表 4．妊娠中の支援の受け容れ状況と支援

の必要性の判定の関連（p=0.005） 
表 5．出産後の支援の受け容れ状況と支援

の必要性の判定の関連（p=0.003）

ハイリスク群
支援の必要性の判定
（ ～ か月児健診）

妊娠中の支援
支援
不要

自ら対
処可能

保健機
関継続
支援

合計

受け容れあり 1 3 0 4
受け容れなし 1 0 0 1
対象外 28 2 2 32

30 5 2 37

ハイリスク群
支援の必要性の判定
（ ～ か月児健診）

出生後の支援
支援
不要

自ら対
処可能

保健機
関継続
支援

合計

受け容れあり 4 0 2 6
受け容れなし 0 0 0 0
対象外 26 5 0 31

30 5 2 37
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婦健診における標準的な問診票の開

発と展開が望まれる。 

２．妊娠期からの支援の評価方法 
厚生労働省の調査（2015 年度）では、

妊娠届出時にアンケートを実施する

等して、妊婦の身体的・精神的・社会

的状況について把握しているのは

1,671 市町村（96.0%）であった。しか

し、把握した情報の活用は必ずしも十

分ではなく、現場には「支援が必要な

人こそ危機感を持っておらず、連絡や

訪問を拒否されてしまう」、「保健機関

では、病院での対応状況が分からず、

どのようなケースを連絡すべきか悩

む」などの課題がある。児童虐待の発

生予防を目指し妊娠期から子育て期

にわたるまでの切れ目のない支援を

行う「子育て世代包括支援センター」

の全国展開が始まっている。そのガイ

ドライン 3)には、ストラクチャー指標、

プロセス指標、アウトプット指標、ア

ウトカム指標に沿って評価指標を用

いた事業評価が示されているが、それ

ぞれの地域においてどのような指標

を用いて、どのようにデータを集積す

ればよいのか、現場には多くの戸惑い

がある。 

今回、妊娠期や出産後の

保健機関や関係機関から

の支援を評価するために、

個別支援の受け容れや支

援事業の利用に関する状

況を、乳幼児健診事業の評

価に関する研究班の成果

2)を用いて整理した。すな

わち、支援対象者への実際

の支援手段を、支援者の立場から、電

話相談、家庭訪問、保健機関に来所し

た際の個別の面接などの個別支援や、

保健機関事業および他機関事業など

の支援事業に分けて集計するもので

ある（表 6）。具体的には、電話相談で

は、「1.相談した、2.相談できなかった、

3.つながらなかった、4.しなかった」

に区分し、電話による相談を継続する

意味での「1.相談した」を支援の利用・

受け容れありと定義する。家庭訪問で

は、「1.継続訪問した、2.１回で終了し

た、3.行ったが会えなかった、4.行か

なかった」に区分し、「1.継続訪問した」

を支援の利用・受け容れありとし、「2.
１回で終了した」の場合は、状況確認

の結果その後の支援は必要ないと判

断していることが多いことから、支援

の利用・受け容れなしとする。面接は、

相談のために来所する場合以外に、保

健センターでの教室等に参加した際

に、個別に面接する場合も含める。支

援事業については、利用の有無で集計

する考え方である。

今回、個別支援としての電話相談、

家庭訪問、面接（教室等を含む）を受

け容れたか、または保健機関や関係機

表 7. 支援の利用・受入れ状況の集計区分 

手段 支援の利用・受け容れ状況
電話相談 1.相談した、2.相談できなかった、

3.つながらなかった、4.しなかった
家庭訪問 1.継続訪問した、2.１回で終了した、

3.行ったが会えなかった、4.行かなかった
面接（教室等含む） 1.面接した、2.面接しなかった
保健機関事業 1.利用した、2.利用しなかった
他機関事業 1.利用した、2.利用しなかった

－100－－ 100 －



関の事業を利用したかについて、妊娠

期および出産後に分けて個別ケース

ごとに入力を求め、いずれかの手段を

利用または受け容れた場合に、「支援

の受け容れあり」と集計した。 
今回の集計では、対象者全体の傾向

を示すにとどめたが、医療機関や保健

機関別に分析することや、支援策別に

分析することで、各機関の取り組みの

評価や支援策の効果の判定に活用で

きる可能性がある。 

E. 結論

医療機関と保健機関の機関連携に

よる妊娠期からのハイリスク妊婦へ

の支援方法について検討するために

開発したモデル問診票を用いた介入

による評価方法を検討した。 
モデル問診を活用することで、妊娠

届出書のリスク評価スコアが低い場

合にも 15%程度が、医療機関での相談

継続の対象となった。また妊婦の気持

ちの変化に気づく助産師等のスタッ

フが増加し、スタッフ間の共通認識に

つながるとの感想が得られた。 
妊娠届出書のリスク評価スコア、1

か月健診時の EPDS 等のリスクスケ

ール、および 3～4 か月健診時の子育

て支援の必要性の判定を用い、さらに、

妊娠中と出生後の支援状況を把握す

る項目を用いることで、妊娠期からの

支援を評価する手法を示すことがで

きた。 

F．健康危険情報 
特記すべきことなし 

G. 研究発表

1．論文発表 

1) 山崎嘉久：県内統一の妊娠届出書

を活用した支援 ～小児科医の立場か

ら. 日本周産期・新生児医学会雑誌 
2018：53(5):1422-1424 

2．学会発表 

1) 山下智子、山本由美子、塩之谷真弓、

山崎嘉久他：医療機関と保健機関の連

携によるハイリスク妊産婦の把握と

支援に関する検討 ～県内統一の妊

娠届出書とモデル問診票を用いた３

～４か月時点までの前向き調査～ 第
65 回日本小児保健協会学術集会 . 
2018 年 6 月, 米子市 

H. 知的財産権の出願・登録状況（予定

を含む。） 

１．特許取得：なし 
２．実用新案登録：なし 
３．その他：なし 

I．問題点と利点 
妊婦健診を実施する医療機関の状

況は個別性が高く、助産師等がハイリ

スク妊婦を把握し関係機関の支援に

つなげるモデルを全医療機関に展開

するためには、経済的なインセンティ

ブが不可欠である。医療経済的な視点

からの介入研究も必要といえよう。 
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婦健診における標準的な問診票の開

発と展開が望まれる。 

２．妊娠期からの支援の評価方法 
厚生労働省の調査（2015 年度）では、

妊娠届出時にアンケートを実施する

等して、妊婦の身体的・精神的・社会

的状況について把握しているのは

1,671 市町村（96.0%）であった。しか

し、把握した情報の活用は必ずしも十

分ではなく、現場には「支援が必要な

人こそ危機感を持っておらず、連絡や

訪問を拒否されてしまう」、「保健機関

では、病院での対応状況が分からず、

どのようなケースを連絡すべきか悩

む」などの課題がある。児童虐待の発

生予防を目指し妊娠期から子育て期

にわたるまでの切れ目のない支援を

行う「子育て世代包括支援センター」

の全国展開が始まっている。そのガイ

ドライン 3)には、ストラクチャー指標、

プロセス指標、アウトプット指標、ア

ウトカム指標に沿って評価指標を用

いた事業評価が示されているが、それ

ぞれの地域においてどのような指標

を用いて、どのようにデータを集積す

ればよいのか、現場には多くの戸惑い

がある。 

今回、妊娠期や出産後の

保健機関や関係機関から

の支援を評価するために、

個別支援の受け容れや支

援事業の利用に関する状

況を、乳幼児健診事業の評

価に関する研究班の成果

2)を用いて整理した。すな

わち、支援対象者への実際

の支援手段を、支援者の立場から、電

話相談、家庭訪問、保健機関に来所し

た際の個別の面接などの個別支援や、

保健機関事業および他機関事業など

の支援事業に分けて集計するもので

ある（表 6）。具体的には、電話相談で

は、「1.相談した、2.相談できなかった、

3.つながらなかった、4.しなかった」

に区分し、電話による相談を継続する

意味での「1.相談した」を支援の利用・

受け容れありと定義する。家庭訪問で

は、「1.継続訪問した、2.１回で終了し

た、3.行ったが会えなかった、4.行か

なかった」に区分し、「1.継続訪問した」

を支援の利用・受け容れありとし、「2.
１回で終了した」の場合は、状況確認

の結果その後の支援は必要ないと判

断していることが多いことから、支援

の利用・受け容れなしとする。面接は、

相談のために来所する場合以外に、保

健センターでの教室等に参加した際

に、個別に面接する場合も含める。支

援事業については、利用の有無で集計

する考え方である。

今回、個別支援としての電話相談、

家庭訪問、面接（教室等を含む）を受

け容れたか、または保健機関や関係機

表 7. 支援の利用・受入れ状況の集計区分 

手段 支援の利用・受け容れ状況
電話相談 1.相談した、2.相談できなかった、

3.つながらなかった、4.しなかった
家庭訪問 1.継続訪問した、2.１回で終了した、

3.行ったが会えなかった、4.行かなかった
面接（教室等含む） 1.面接した、2.面接しなかった
保健機関事業 1.利用した、2.利用しなかった
他機関事業 1.利用した、2.利用しなかった

－100－－ 100 － － 101 －



J．今後の展開 
本研究で示したモデル問診票の知

見を踏まえ、今後、ハイリスク妊婦を

把握し、支援につなげるための妊婦健

診における標準的な問診票の開発と

研究協力機関での継続的な活用、他地

域での展開が望まれる。 
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